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放課後子どもプラン実施状況調査について

１．調査の趣旨（目的）
「放課後子どもプラン」について、今後のより効果的な事業実施に資するため、平成19年12月1日現

在の取組状況や実施に当たっての課題等の把握について文部科学省と厚生労働省が合同調査を実施。

２．調査方法
各都道府県・指定都市・中核市の各担当課長あて、文部科学省・厚生労働省の各担当課長より文書に

て依頼。調査票の作成は、地方公共団体における放課後子ども教室事業担当部署と放課後児童健全育成
事業担当部署が連携・協力しながら作成。都道府県においては、域内市町村分を取りまとめの上提出。

３．調査結果の概要
○ 事務手続き上の課題に関しては、「特になし」が５６％、「国の補助金が別であるため庁内の

調整・手続が煩雑」が１６％、「交付申請書の様式記入や変更申請等の手続が煩雑」が１０％。
○ 事業の実施上の課題に関しては、「現行どおりでよい」が３５％、「両事業の一本化が必要」が
２７％、「両事業の補助要件の緩和が必要」が２３％。

４．調査を踏まえた対応
各自治体及び各実施場所での連携が円滑に進み、子どもたちの放課後の活動がより充実することを

目指し、今回の調査及び同時に実施した文部科学省委託調査（「関連資料」を参照）を基に、文部科
学省及び厚生労働省において改善方策を検討し、平成２１年度から実施。
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１．特になし

３．交付申請書の様式記入や変更申請等の
    手続が煩雑

５．その他

２．国の補助金が別であるため庁内の調整・
    手続が煩雑

４．支出・精算事務が両事業別々のため事務
    が繁雑

◆ 「放課後子どもプラン」の実施に当たっての事務手続き上の課題については、「特になし」と回答した自治体が５６％、「国の補助

金が別であるため庁内の調整・手続が煩雑」が１６％、「交付申請書の様式記入や変更申請等の手続が煩雑」が１０％となって

いる。

◆ なお、「その他」の主な内容は、「現段階では課題が無い又は分からない」（４５件）、「事業所管課が違うため、事務手続や調整

が煩雑」（３０件）、「両事業の調整が煩雑」（２３件）などである。

放課後子どもプランの実施状況について

【調査概要】

○ 「放課後子どもプラン」の実施状況や実施に当たっての課題等について把握するため、文部科学省と厚生労働省が合

同で都道府県（47）、指定都市・中核市（52）、市区町村（1,767）に調査を実施。［平成１９年１２月１日現在］

主な結果は以下のとおり。

※ 「３．未実施小学校区の状況」及び「４．事業計画の策定状況」については、指定都市・中核市、市区町村のみが回答

※ 「４．事業計画の策定状況」の有無の問いを除き、複数回答可。

１．「放課後子どもプラン」の事務手続き上の課題について

回答自治体数：１，８６６件
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◆ 「放課後子どもプラン」の事業実施に当たっての課題については、「現行どおりで良い」が３５％、「両事業の一本化が必要」が２

７％、 「両事業の補助要件の緩和が必要」が２３％となっている。

◆ なお、「両事業の一本化が必要」とした主な理由は、「事務の効率化が図れる（所管課間の連携が煩雑）」（９７件）、「対象児童

の年齢が同じため」（５３件）、「両事業の調整が容易・事業を効率的に実施できる」（４９件）などである。

◆ 「両事業の補助要件の緩和が必要」の具体的な内容について、主なものは次のとおり。

○ 放課後子ども教室・・・「補助額の増額が必要」（５３件）、「開設日数や開設時間要件の緩和」（４１件）、「補助対象経費

や補助対象の拡大」（３１件）

○ 放課後児童クラブ・・・「開設日数や開設時間要件の緩和」（１１１件）、「小規模クラブへの補助」（４４件）、「大規模クラ

ブへの補助の継続」（２６件）

◆ また、「その他」の主な内容は、「人材や実施場所の確保が困難」（８２件）、「両事業の連携・調整が困難」（７１件）、「両事業を

一本化する必要はない」（５４件）などである。

２．「放課後子どもプラン」の実施上の課題について
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１．現行どおりで良い

３．両事業の補助要件の緩和が必要

４．その他

２．両事業の一本化が必要

回答自治体数：１，８６６件
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（１） 放課後子ども教室を実施していない理由
◆ 放課後子ども教室を実施していない小学校区における未実施の理由については、 「指導員等の人材確保が困難」が６４％、

「実施場所の確保が困難」が４７％、「予算の確保が困難」が４１％となっている。

◆ なお、「その他」の主な内容は、「類似事業が市町村独自で行っているため」（６０件）、「検討中・ニーズの把握が必要」（３０件）、

「ニーズが少ない」（２３件）などである。
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８．地域・家庭で子どもを預かる施策が他にある

12．その他

９．地域の理解を得られていない

７．ニーズがない

６．両事業の調整・理解に時間が必要

５．次年度以降の実施に向け検討中

４．文科省の補助金が継続されるか不安

３．予算の確保が困難

２．実施場所の確保が困難

１．指導員等の人材確保が困難

10．補助金の受給の要件が高い

11．補助金受給の要件に対応する時間がなかった

３．未実施小学校区の状況について

回答自治体数：１，５３８件
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８．両事業の調整・理解に時間が必要

10．その他

９．地域の理解を得られていない

７．地域・家庭で子どもを見守る・預かる施策が他にある

６．補助金の受給の要件が高い

５．次年度以降の実施に向け検討中

４．予算の確保が困難

３．指導員等の人材確保が困難

２．実施場所の確保が困難

１．ニーズがない

（２） 放課後児童クラブを実施していない理由
◆ 放課後児童クラブを実施していない小学校区における未実施の理由については、「ニーズが無い」が３７％、「実施場所の確保

が困難」が３６％、「指導員等の人材確保が困難」が３３％となっている。

◆ なお、「その他」の主な内容は、「１クラブで複数の小学校区を受け持っている」（５６件）、「児童数が少ない」（４６件）、「代替施

設・事業がある」（３２件）などである。

回答自治体数：１，１４７件
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◆ 事業計画については、「策定している」が９％、「策定していない」が９１％となっている。

◆ また、「策定していない」理由については、「現在、検討中」が３３％、「後年度までの計画を立てるまでに至らない」が２９％、

「補助申請上、必須事項でないため」が２１％となっている。

◆ なお、「その他」の主な内容は、「他の事業計画で代用」（３５件）、「一方の事業のみ実施のため」（２７件）、「必要性を感じな

い」（２５件）などである。

２：策定していない
91%（1,649件）

１：策定している
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7%（116件）
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29%（480件）

33% （550件）

0 100 200 300 400 500 600 700

１．現在策定に向け検討しているところ

３．補助申請上、必須事項でないため

５．その他

２．後年度までの計画を立てるに至らない

４．既に放課後対策のための計画がある

４．「放課後子どもプラン」事業計画の策定状況

回答自治体数：１，６４９件

回答自治体数：１，８１９件
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※ 上記の表は、都道府県、指定都市及び中核市から回答のあった２１，８７４小学校区を母数としている。

※ 実施状況は、いずれかの事業を実施１６，５４７小学校区（７５．６％）、両事業を実施４，１５３小学校区（１９．０％）,放課後子ども

教室を実施 ５，７０７小学校区（２６．１％）、放課後児童クラブを実施 １４，９９３小学校区（６８．５％）

「放課後子どもプラン」における小学校等での実施状況

平成１９年１２月１日現在

(１００.０％）(７３.９％）(７.１％）(１９.０％）

２１,８７４小学校区１６,１６７小学校区１,５５１小学校区４,１５６小学校区
計

(３１.５％）(２４.４％）(１.７％）(５.４％）

６,８８１小学校区５,３２７小学校区３８０小学校区１,１７４小学校区
未実施

(３３.０％）(２４.２％）(３.４％）(５.４％）

７,２２７小学校区５,３００小学校区７４１小学校区１,１８６小学校区小学校外で実施

(３５.５％）(２５.３％）(２.０％）(８.２％）

７,７６６小学校区５,５４０小学校区４３０小学校区１,７９６小学校区
小学校で実施放

課
後
児
童
ク
ラ
ブ

未実施小学校外で実施小学校で実施

計

放課後子ども教室
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割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

ａ ｂ ｂ/ａ ｃ ｃ/ａ ａ ｂ ｂ/ａ ｃ ｃ/ａ ａ ｂ ｂ/ａ ｃ ｃ/ａ

1 北海道 999 24 2.4% 4 0.4% 34 広島県 348 15 4.3% 2 0.6% 67 青森市 53 0 0.0% 0 0.0%

2 青森県 321 6 1.9% 3 0.9% 35 山口県 277 28 10.1% 6 2.2% 68 秋田市 47 13 27.7% 0 0.0%

3 岩手県 424 14 3.3% 4 0.9% 36 徳島県 217 4 1.8% 4 1.8% 69 郡山市 58 0 0.0% 0 0.0%

4 宮城県 321 8 2.5% 5 1.6% 37 香川県 135 5 3.7% 4 3.0% 70 いわき市 74 0 0.0% 0 0.0%

5 秋田県 234 15 6.4% 6 2.6% 38 愛媛県 292 1 0.3% 0 0.0% 71 宇都宮市 68 1 1.5% 1 1.5%

6 山形県 324 33 10.2% 4 1.2% 39 高知県 208 5 2.4% 2 1.0% 72 川越市 33 0 0.0% 0 0.0%

7 福島県 393 28 7.1% 9 2.3% 40 福岡県 482 2 0.4% 2 0.4% 73 船橋市 54 0 0.0% 0 0.0%

8 茨城県 576 25 4.3% 23 4.0% 41 佐賀県 174 24 13.8% 16 9.2% 74 横須賀市 48 0 0.0% 0 0.0%

9 栃木県 343 6 1.7% 1 0.3% 42 長崎県 299 15 5.0% 2 0.7% 75 相模原市 74 0 0.0% 0 0.0%

10 群馬県 340 7 2.1% 6 1.8% 43 熊本県 347 3 0.9% 1 0.3% 76 富山市 67 0 0.0% 0 0.0%

11 埼玉県 684 30 4.4% 24 3.5% 44 大分県 266 36 13.5% 11 4.1% 77 金沢市 60 0 0.0% 0 0.0%

12 千葉県 674 9 1.3% 7 1.0% 45 宮崎県 221 0 0.0% 0 0.0% 78 長野市 54 0 0.0% 0 0.0%

13 東京都 1,323 110 8.3% 73 5.5% 46 鹿児島県 503 1 0.2% 0 0.0% 79 岐阜市 49 0 0.0% 0 0.0%

14 神奈川県 283 14 4.9% 14 4.9% 47 沖縄県 274 9 3.3% 4 1.5% 80 豊橋市 52 0 0.0% 0 0.0%

15 新潟県 448 10 2.2% 3 0.7% 48 札幌市 207 0 0.0% 0 0.0% 81 岡崎市 50 0 0.0% 0 0.0%

16 富山県 138 28 20.3% 17 12.3% 49 仙台市 123 92 74.8% 0 0.0% 82 豊田市 76 0 0.0% 0 0.0%

17 石川県 172 11 6.4% 1 0.6% 50 さいたま市 101 6 5.9% 6 5.9% 83 高槻市 41 0 0.0% 0 0.0%

18 福井県 209 18 8.6% 1 0.5% 51 千葉市 120 0 0.0% 0 0.0% 84 東大阪市 54 0 0.0% 0 0.0%

19 山梨県 204 18 8.8% 7 3.4% 52 横浜市 347 0 0.0% 0 0.0% 85 姫路市 71 0 0.0% 0 0.0%

20 長野県 335 16 4.8% 7 2.1% 53 川崎市 114 0 0.0% 0 0.0% 86 奈良市 48 3 6.3% 3 6.3%

21 岐阜県 336 19 5.7% 17 5.1% 54 新潟市 114 30 26.3% 14 12.3% 87 和歌山市 52 0 0.0% 0 0.0%

22 静岡県 333 16 4.8% 11 3.3% 55 静岡市 84 0 0.0% 0 0.0% 88 岡山市 93 33 35.5% 33 35.5%

23 愛知県 542 22 4.1% 9 1.7% 56 浜松市 111 0 0.0% 0 0.0% 89 倉敷市 62 0 0.0% 0 0.0%

24 三重県 410 6 1.5% 0 0.0% 57 名古屋市 261 0 0.0% 0 0.0% 90 福山市 78 0 0.0% 0 0.0%

25 滋賀県 231 0 0.0% 0 0.0% 58 京都市 179 0 0.0% 0 0.0% 91 下関市 53 14 26.4% 10 18.9%

26 京都府 248 17 6.9% 12 4.8% 59 大阪市 299 23 7.7% 23 7.7% 92 高松市 53 0 0.0% 0 0.0%

27 大阪府 532 76 14.3% 67 12.6% 60 堺市 94 0 0.0% 0 0.0% 93 松山市 61 4 6.6% 2 3.3%

28 兵庫県 574 93 16.2% 80 13.9% 61 神戸市 171 4 2.3% 0 0.0% 94 高知市 41 0 0.0% 0 0.0%

29 奈良県 168 6 3.6% 6 3.6% 62 広島市 141 0 0.0% 0 0.0% 95 長崎市 73 0 0.0% 0 0.0%

30 和歌山県 229 1 0.4% 0 0.0% 63 北九州市 131 1 0.8% 1 0.8% 96 熊本市 80 0 0.0% 0 0.0%

31 鳥取県 145 3 2.1% 1 0.7% 64 福岡市 147 10 6.8% 10 6.8% 97 大分市 61 0 0.0% 0 0.0%

32 島根県 257 15 5.8% 5 1.9% 65 函館市 48 0 0.0% 0 0.0% 98 宮崎市 46 5 10.9% 5 10.9%

33 岡山県 270 11 4.1% 3 1.1% 66 旭川市 55 1 1.8% 1 1.8% 99 鹿児島市 80 0 0.0% 0 0.0%

 21,874 1,103 5.0% 593 2.7%

放課後子ども教室と放課後児童クラブの連携状況に お け る小学校区の分類（連携実施）

連携実施小学校区数

都道府県
名

№

計
（小学校
区数）

うち小学校内実
施か所数

計
（小学校
区数）

連携実施小学校区数

全小学校区計

計
（小学校
区数）

連携実施小学校区数

うち小学校内実
施か所数

№
都道府県

名

うち小学校内実
施か所数

№
都道府県

名

本調査において「連携実施」とは、同じ建物内（Ａ小学校）で別々の部屋（複数教室）を使用又は、別々の建物（Ｂ小学校とＣ児童館）を使用して両事業を実施している場合
で、放課後児童クラブの子どもが、放課後子ども教室に参加するなどの活動をしている状態を指す。
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本調査において、「一体的実施」とは、同じ建物内（Ａ小学校）の同じ部屋（１教室又は複数教室）を使用して、保護者の就労の有無にかかわらず、子どもたちが一緒に活動

している状態を指す。
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ａ ｄ ｄ/ａ ｆ ｆ/ａ ａ ｄ ｄ/ａ ｆ ｆ/ａ ａ ｄ ｄ/ａ ｆ ｆ/ａ

1 北海道 999 0 0.0% 0 0.0% 34 広島県 348 0 0.0% 0 0.0% 67 青森市 53 0 0.0% 0 0.0%

2 青森県 321 8 2.5% 8 2.5% 35 山口県 277 2 0.7% 1 0.4% 68 秋田市 47 6 12.8% 0 0.0%

3 岩手県 424 1 0.2% 0 0.0% 36 徳島県 217 0 0.0% 0 0.0% 69 郡山市 58 0 0.0% 0 0.0%

4 宮城県 321 3 0.9% 1 0.3% 37 香川県 135 0 0.0% 0 0.0% 70 いわき市 74 0 0.0% 0 0.0%

5 秋田県 234 12 5.1% 4 1.7% 38 愛媛県 292 0 0.0% 0 0.0% 71 宇都宮市 68 0 0.0% 0 0.0%

6 山形県 324 0 0.0% 0 0.0% 39 高知県 208 0 0.0% 0 0.0% 72 川越市 33 0 0.0% 0 0.0%

7 福島県 393 0 0.0% 0 0.0% 40 福岡県 482 0 0.0% 0 0.0% 73 船橋市 54 0 0.0% 0 0.0%

8 茨城県 576 16 2.8% 16 2.8% 41 佐賀県 174 0 0.0% 0 0.0% 74 横須賀市 48 0 0.0% 0 0.0%

9 栃木県 343 1 0.3% 1 0.3% 42 長崎県 299 0 0.0% 0 0.0% 75 相模原市 74 0 0.0% 0 0.0%

10 群馬県 340 0 0.0% 0 0.0% 43 熊本県 347 0 0.0% 0 0.0% 76 富山市 67 0 0.0% 0 0.0%

11 埼玉県 684 0 0.0% 0 0.0% 44 大分県 266 1 0.4% 0 0.0% 77 金沢市 60 0 0.0% 0 0.0%

12 千葉県 674 0 0.0% 0 0.0% 45 宮崎県 221 0 0.0% 0 0.0% 78 長野市 54 0 0.0% 0 0.0%

13 東京都 1,323 227 17.2% 199 15.0% 46 鹿児島県 503 0 0.0% 0 0.0% 79 岐阜市 49 0 0.0% 0 0.0%

14 神奈川県 283 0 0.0% 0 0.0% 47 沖縄県 274 4 1.5% 0 0.0% 80 豊橋市 52 0 0.0% 0 0.0%

15 新潟県 448 0 0.0% 0 0.0% 48 札幌市 207 118 57.0% 45 21.7% 81 岡崎市 50 0 0.0% 0 0.0%

16 富山県 138 1 0.7% 1 0.7% 49 仙台市 123 0 0.0% 0 0.0% 82 豊田市 76 0 0.0% 0 0.0%

17 石川県 172 0 0.0% 0 0.0% 50 さいたま市 101 0 0.0% 0 0.0% 83 高槻市 41 0 0.0% 0 0.0%

18 福井県 209 13 6.2% 1 0.5% 51 千葉市 120 0 0.0% 0 0.0% 84 東大阪市 54 0 0.0% 0 0.0%

19 山梨県 204 0 0.0% 0 0.0% 52 横浜市 347 30 8.6% 30 8.6% 85 姫路市 71 0 0.0% 0 0.0%

20 長野県 335 0 0.0% 0 0.0% 53 川崎市 114 114 100.0% 114 100.0% 86 奈良市 48 0 0.0% 0 0.0%

21 岐阜県 336 0 0.0% 0 0.0% 54 新潟市 114 0 0.0% 0 0.0% 87 和歌山市 52 0 0.0% 0 0.0%

22 静岡県 333 0 0.0% 0 0.0% 55 静岡市 84 0 0.0% 0 0.0% 88 岡山市 93 0 0.0% 0 0.0%

23 愛知県 542 0 0.0% 0 0.0% 56 浜松市 111 0 0.0% 0 0.0% 89 倉敷市 62 0 0.0% 0 0.0%

24 三重県 410 0 0.0% 0 0.0% 57 名古屋市 261 0 0.0% 0 0.0% 90 福山市 78 0 0.0% 0 0.0%

25 滋賀県 231 0 0.0% 0 0.0% 58 京都市 179 0 0.0% 0 0.0% 91 下関市 53 0 0.0% 0 0.0%

26 京都府 248 0 0.0% 0 0.0% 59 大阪市 299 0 0.0% 0 0.0% 92 高松市 53 0 0.0% 0 0.0%

27 大阪府 532 3 0.6% 2 0.4% 60 堺市 94 0 0.0% 0 0.0% 93 松山市 61 0 0.0% 0 0.0%

28 兵庫県 574 1 0.2% 0 0.0% 61 神戸市 171 0 0.0% 0 0.0% 94 高知市 41 0 0.0% 0 0.0%

29 奈良県 168 0 0.0% 0 0.0% 62 広島市 141 0 0.0% 0 0.0% 95 長崎市 73 0 0.0% 0 0.0%

30 和歌山県 229 0 0.0% 0 0.0% 63 北九州市 131 0 0.0% 0 0.0% 96 熊本市 80 0 0.0% 0 0.0%

31 鳥取県 145 1 0.7% 1 0.7% 64 福岡市 147 0 0.0% 0 0.0% 97 大分市 61 0 0.0% 0 0.0%

32 島根県 257 2 0.8% 0 0.0% 65 函館市 48 0 0.0% 0 0.0% 98 宮崎市 46 0 0.0% 0 0.0%

33 岡山県 270 5 1.9% 4 1.5% 66 旭川市 55 0 0.0% 0 0.0% 99 鹿児島市 80 0 0.0% 0 0.0%

 21,874 569 2.6% 428 2.0%

№
都道府県

名

計
（小学校
区数）

全小学校区計

一体的実施小学校区数

うち小学校内実
施か所数 都道府県

名

計
（小学校
区数）

放課後子ども教室と放課後児童クラブの連携状況における小学校区の分類（一体的実施）

一体的実施小学校区数

都道府県
名

№

計
（小学校
区数）

うち小学校内実
施か所数

一体的実施小学校区数

№

うち小学校内実
施か所数
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その他関連資料
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「放課後子ども教室」における小学校等での実施状況

平成１９年１２月１日現在

５，７０７小学校区
（１００．０％）

１，５５１小学校区
（２７．２％）

４，１５６小学校区
（７２．８％）

放課後子ども教室

小学校外で実施小学校で実施 計

４２８小学校区
（７．５％）

５６９小学校区
（１０．０％）

一体的実施

今回の調査における
全小学校区数

２１，８７４小学校区

５９３小学校区
（１０．４％）

１，１０３小学校区
（１９．３％）

連携実施

参考
実施小学校区数

１，０２１小学校区
（１７．９％）

１，６７２小学校区
（２９．３％）

計

うち小学校内

※ カッコ内は、放課後子ども教室実施箇所数５，７０７小学校区に対する割合を示している。
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本調査において「連携実施」とは、同じ建物内（Ａ小学校）で別々の部屋（複数教室）を使用又は、別々の建物（Ｂ小学校とＣ児童館）を使用して両事業を実施している場合

で、放課後児童クラブの子どもが、放課後子ども教室に参加するなどの活動をしている状態を指す。

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

ａ ｂ ｂ/ａ ｃ ｃ/ａ ａ ｂ ｂ/ａ ｃ ｃ/ａ ａ ｂ ｂ/ａ ｃ ｃ/ａ

1 北 海 道 42 24 57.1% 4 9.5% 34 広 島 県 62 15 24.2% 2 3.2% 67 青 森 市 8 0 0.0% 0 0.0%

2 青 森 県 51 6 11.8% 3 5.9% 35 山 口 県 73 28 38.4% 6 8.2% 68 秋 田 市 35 13 37.1% 0 0.0%

3 岩 手 県 125 14 11.2% 4 3.2% 36 徳 島 県 33 4 12.1% 4 12.1% 69 郡 山 市 1 0 0.0% 0 0.0%

4 宮 城 県 23 8 34.8% 5 21.7% 37 香 川 県 8 5 62.5% 4 50.0% 70 い わ き 市 0 0 0.0% 0 0.0%

5 秋 田 県 89 15 16.9% 6 6.7% 38 愛 媛 県 20 1 5.0% 0 0.0% 71 宇 都 宮 市 2 1 50.0% 1 50.0%

6 山 形 県 92 33 35.9% 4 4.3% 39 高 知 県 33 5 15.2% 2 6.1% 72 川 越 市 0 0 0.0% 0 0.0%

7 福 島 県 105 28 26.7% 9 8.6% 40 福 岡 県 26 2 7.7% 2 7.7% 73 船 橋 市 25 0 0.0% 0 0.0%

8 茨 城 県 99 25 25.3% 23 23.2% 41 佐 賀 県 79 24 30.4% 16 20.3% 74 横 須 賀 市 5 0 0.0% 0 0.0%

9 栃 木 県 19 6 31.6% 1 5.3% 42 長 崎 県 69 15 21.7% 2 2.9% 75 相 模 原 市 0 0 0.0% 0 0.0%

10 群 馬 県 77 7 9.1% 6 7.8% 43 熊 本 県 31 3 9.7% 1 3.2% 76 富 山 市 45 0 0.0% 0 0.0%

11 埼 玉 県 132 30 22.7% 24 18.2% 44 大 分 県 87 36 41.4% 11 12.6% 77 金 沢 市 0 0 0.0% 0 0.0%

12 千 葉 県 62 9 14.5% 7 11.3% 45 宮 崎 県 19 0 0.0% 0 0.0% 78 長 野 市 6 0 0.0% 0 0.0%

13 東 京 都 450 110 24.4% 73 16.2% 46 鹿 児 島 県 29 1 3.4% 0 0.0% 79 岐 阜 市 45 0 0.0% 0 0.0%

14 神 奈 川 県 26 14 53.8% 14 53.8% 47 沖 縄 県 93 9 9.7% 4 4.3% 80 豊 橋 市 52 0 0.0% 0 0.0%

15 新 潟 県 34 10 29.4% 3 8.8% 48 札 幌 市 122 0 0.0% 0 0.0% 81 岡 崎 市 0 0 0.0% 0 0.0%

16 富 山 県 118 28 23.7% 17 14.4% 49 仙 台 市 92 92 100.0% 0 0.0% 82 豊 田 市 0 0 0.0% 0 0.0%

17 石 川 県 23 11 47.8% 1 4.3% 50 さ い た ま 市 12 6 50.0% 6 50.0% 83 高 槻 市 1 0 0.0% 0 0.0%

18 福 井 県 136 18 13.2% 1 0.7% 51 千 葉 市 120 0 0.0% 0 0.0% 84 東 大 阪 市 21 0 0.0% 0 0.0%

19 山 梨 県 37 18 48.6% 7 18.9% 52 横 浜 市 347 0 0.0% 0 0.0% 85 姫 路 市 0 0 0.0% 0 0.0%

20 長 野 県 40 16 40.0% 7 17.5% 53 川 崎 市 114 0 0.0% 0 0.0% 86 奈 良 市 4 3 75.0% 3 75.0%

21 岐 阜 県 57 19 33.3% 17 29.8% 54 新 潟 市 34 30 88.2% 14 41.2% 87 和 歌 山 市 9 0 0.0% 0 0.0%

22 静 岡 県 49 16 32.7% 11 22.4% 55 静 岡 市 0 0 0.0% 0 0.0% 88 岡 山 市 39 33 84.6% 33 84.6%

23 愛 知 県 100 22 22.0% 9 9.0% 56 浜 松 市 0 0 0.0% 0 0.0% 89 倉 敷 市 0 0 0.0% 0 0.0%

24 三 重 県 32 6 18.8% 0 0.0% 57 名 古 屋 市 227 0 0.0% 0 0.0% 90 福 山 市 35 0 0.0% 0 0.0%

25 滋 賀 県 30 0 0.0% 0 0.0% 58 京 都 市 50 0 0.0% 0 0.0% 91 下 関 市 20 14 70.0% 10 50.0%

26 京 都 府 50 17 34.0% 12 24.0% 59 大 阪 市 297 23 7.7% 23 7.7% 92 高 松 市 9 0 0.0% 0 0.0%

27 大 阪 府 319 76 23.8% 67 21.0% 60 堺 市 10 0 0.0% 0 0.0% 93 松 山 市 9 4 44.4% 2 22.2%

28 兵 庫 県 178 93 52.2% 80 44.9% 61 神 戸 市 25 4 16.0% 0 0.0% 94 高 知 市 8 0 0.0% 0 0.0%

29 奈 良 県 30 6 20.0% 6 20.0% 62 広 島 市 0 0 0.0% 0 0.0% 95 長 崎 市 0 0 0.0% 0 0.0%

30 和 歌 山 県 64 1 1.6% 0 0.0% 63 北 九 州 市 131 1 0.8% 1 0.8% 96 熊 本 市 0 0 0.0% 0 0.0%

31 鳥 取 県 40 3 7.5% 1 2.5% 64 福 岡 市 140 10 7.1% 10 7.1% 97 大 分 市 0 0 0.0% 0 0.0%

32 島 根 県 109 15 13.8% 5 4.6% 65 函 館 市 5 0 0.0% 0 0.0% 98 宮 崎 市 11 5 45.5% 5 45.5%

33 岡 山 県 88 11 12.5% 3 3.4% 66 旭 川 市 3 1 33.3% 1 33.3% 99 鹿 児 島 市 0 0 0.0% 0 0.0%

5,707 1,103 19.3% 593 10.4%

放課後子ども教室実施小学校区のうち、放課後児童クラブと連携して実施している校区数（連携実施）

連携実施小学校区数

都道府県名№

計
（教室実施

箇所数）

うち小学校内
実施か所数

計
（教室実施
箇所数）

連携実施小学校区数

全 小 学 校 区 計

計
（教室実施
箇所数）

連携実施小学校区数

うち小学校内
実施か所数

№ 都道府県名

うち小学校内
実施か所数

№ 都道府県名
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本調査において、「一体的実施」とは、同じ建物内（Ａ小学校）の同じ部屋（１教室又は複数教室）を使用して、保護者の就労の有無にかかわらず、子どもたちが一緒に活動

している状態を指す。

割 合
（％）

割合
（％）

割合
（％）

割 合
（％ ）

割合
（％ ）

割合
（％）

ａ ｄ ｄ/ａ ｆ ｆ/ａ ａ ｄ ｄ/ａ ｆ ｆ/ａ ａ ｄ ｄ/ａ ｆ ｆ/ａ

1 北 海 道 42 0 0 .0% 0 0.0% 34 広 島 県 62 0 0.0% 0 0.0% 67 青 森 市 8 0 0.0% 0 0.0%

2 青 森 県 51 8 15 .7% 8 15.7% 35 山 口 県 73 2 2.7% 1 1.4% 68 秋 田 市 35 6 17.1% 0 0.0%

3 岩 手 県 125 1 0 .8% 0 0.0% 36 徳 島 県 33 0 0.0% 0 0.0% 69 郡 山 市 1 0 0.0% 0 0.0%

4 宮 城 県 23 3 13 .0% 1 4.3% 37 香 川 県 8 0 0.0% 0 0.0% 70 い わ き 市 0 0 0.0% 0 0.0%

5 秋 田 県 89 12 13 .5% 4 4.5% 38 愛 媛 県 20 0 0.0% 0 0.0% 71 宇 都 宮 市 2 0 0.0% 0 0.0%

6 山 形 県 92 0 0 .0% 0 0.0% 39 高 知 県 33 0 0.0% 0 0.0% 72 川 越 市 0 0 0.0% 0 0.0%

7 福 島 県 105 0 0 .0% 0 0.0% 40 福 岡 県 26 0 0.0% 0 0.0% 73 船 橋 市 25 0 0.0% 0 0.0%

8 茨 城 県 99 16 16 .2% 16 16.2% 41 佐 賀 県 79 0 0.0% 0 0.0% 74 横 須 賀 市 5 0 0.0% 0 0.0%

9 栃 木 県 19 1 5 .3% 1 5.3% 42 長 崎 県 69 0 0.0% 0 0.0% 75 相 模 原 市 0 0 0.0% 0 0.0%

10 群 馬 県 77 0 0 .0% 0 0.0% 43 熊 本 県 31 0 0.0% 0 0.0% 76 富 山 市 45 0 0.0% 0 0.0%

11 埼 玉 県 132 0 0 .0% 0 0.0% 44 大 分 県 87 1 1.1% 0 0.0% 77 金 沢 市 0 0 0.0% 0 0.0%

12 千 葉 県 62 0 0 .0% 0 0.0% 45 宮 崎 県 19 0 0.0% 0 0.0% 78 長 野 市 6 0 0.0% 0 0.0%

13 東 京 都 450 227 50 .4% 199 44.2% 46 鹿 児 島 県 29 0 0.0% 0 0.0% 79 岐 阜 市 45 0 0.0% 0 0.0%

14 神 奈 川 県 26 0 0 .0% 0 0.0% 47 沖 縄 県 93 4 4.3% 0 0.0% 80 豊 橋 市 52 0 0.0% 0 0.0%

15 新 潟 県 34 0 0 .0% 0 0.0% 48 札 幌 市 122 118 96.7% 45 36.9% 81 岡 崎 市 0 0 0.0% 0 0.0%

16 富 山 県 118 1 0 .8% 1 0.8% 49 仙 台 市 92 0 0.0% 0 0.0% 82 豊 田 市 0 0 0.0% 0 0.0%

17 石 川 県 23 0 0 .0% 0 0.0% 50 さ い た ま 市 12 0 0.0% 0 0.0% 83 高 槻 市 1 0 0.0% 0 0.0%

18 福 井 県 136 13 9 .6% 1 0.7% 51 千 葉 市 120 0 0.0% 0 0.0% 84 東 大 阪 市 21 0 0.0% 0 0.0%

19 山 梨 県 37 0 0 .0% 0 0.0% 52 横 浜 市 347 30 8.6% 30 8.6% 85 姫 路 市 0 0 0.0% 0 0.0%

20 長 野 県 40 0 0 .0% 0 0.0% 53 川 崎 市 114 114 100.0% 114 100.0% 86 奈 良 市 4 0 0.0% 0 0.0%

21 岐 阜 県 57 0 0 .0% 0 0.0% 54 新 潟 市 34 0 0.0% 0 0.0% 87 和 歌 山 市 9 0 0.0% 0 0.0%

22 静 岡 県 49 0 0 .0% 0 0.0% 55 静 岡 市 0 0 0.0% 0 0.0% 88 岡 山 市 39 0 0.0% 0 0.0%

23 愛 知 県 100 0 0 .0% 0 0.0% 56 浜 松 市 0 0 0.0% 0 0.0% 89 倉 敷 市 0 0 0.0% 0 0.0%

24 三 重 県 32 0 0 .0% 0 0.0% 57 名 古 屋 市 227 0 0.0% 0 0.0% 90 福 山 市 35 0 0.0% 0 0.0%

25 滋 賀 県 30 0 0 .0% 0 0.0% 58 京 都 市 50 0 0.0% 0 0.0% 91 下 関 市 20 0 0.0% 0 0.0%

26 京 都 府 50 0 0 .0% 0 0.0% 59 大 阪 市 297 0 0.0% 0 0.0% 92 高 松 市 9 0 0.0% 0 0.0%

27 大 阪 府 319 3 0 .9% 2 0.6% 60 堺 市 10 0 0.0% 0 0.0% 93 松 山 市 9 0 0.0% 0 0.0%

28 兵 庫 県 178 1 0 .6% 0 0.0% 61 神 戸 市 25 0 0.0% 0 0.0% 94 高 知 市 8 0 0.0% 0 0.0%

29 奈 良 県 30 0 0 .0% 0 0.0% 62 広 島 市 0 0 0.0% 0 0.0% 95 長 崎 市 0 0 0.0% 0 0.0%

30 和 歌 山 県 64 0 0 .0% 0 0.0% 63 北 九 州 市 131 0 0.0% 0 0.0% 96 熊 本 市 0 0 0.0% 0 0.0%

31 鳥 取 県 40 1 2 .5% 1 2.5% 64 福 岡 市 140 0 0.0% 0 0.0% 97 大 分 市 0 0 0.0% 0 0.0%

32 島 根 県 109 2 1 .8% 0 0.0% 65 函 館 市 5 0 0.0% 0 0.0% 98 宮 崎 市 11 0 0.0% 0 0.0%

33 岡 山 県 88 5 5 .7% 4 4.5% 66 旭 川 市 3 0 0.0% 0 0.0% 99 鹿 児 島 市 0 0 0.0% 0 0.0%

 5,707 569 10.0% 428 7.5%

計
（教 室実 施
箇 所数 ）

放課後子ども教室実施小学校区のうち、放課後児童クラブと一体的に実施している小学校区数（一体的実施）

一 体的 実施 小学校 区数

都道 府県 名№

計
（教室 実施

箇所 数）

うち小学 校内
実 施か 所数

一体 的実 施小 学校区 数

№

うち小 学校 内
実施 か所 数

№都 道府 県名

計
（教室 実施
箇所 数）

全 小 学 校 区 計

一体的 実施 小学 校区 数

うち小学 校内
実 施か 所数

都道 府県 名
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放課後子どもプラン実施状況調査
－委託による調査－

【調査概要】

○「放課後子ども教室」及び「放課後児童クラブ」の全国的な実態や取り組み上の問題点・課題等を

総合的に把握し、今後の総合的な放課後対策の推進に寄与することを目的として実施。

○(財)日本システム開発研究所へ委託し実施。

58.3％3,5006,000（200市町村×２教室×最大15人）クラブ参加子どもの保護者

48.1％2,8856,000（200市町村×２教室×最大15人）教室参加子どもの保護者

62.3％3,7376,000（200市町村×２教室×最大15人）クラブに参加している子ども

55.2％3,3126,000（200市町村×２教室×最大15人）教室に参加している子ども

60.8％7291,200（200市町村×各２人×３種）安全管理員・学習ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ・放課後児童指導員

39.7％3971,000（200市町村×最大５人）コーディネーター

65.8％3,0664,659（小3,028，中1,496，特135）小・中・特別支援学校

56.3％1,0001,775（政令市・中核市を除く全市区町村）市区町村

70.7％7099（都道府県47・政令市17・中核市35）都道府県・政令市・中核市

回収率回収数対 象 数調 査 対 象

【主な調査内容】

○「地域子ども教室推進事業」の実績と成果の検証

○全都道府県・全市町村に対する実態調査の実施（放課後子どもプランの実施状況や課題等を把握）

○「放課後子どもプラン」関係主体（指導者、子ども、保護者等）に対するアンケート調査の実施

○「放課後子どもプラン」における研修事例や活動事例の収集
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１．教育委員会と福祉部局の連携内容

（２）市町村（政令市、中核市も含む）について

◆「次年度の各事業内容についての情報交換」が25.4％、「県・国が主催する研修会への両事業関係者

の派遣」が23.0％、「補助金申請・交付等に係る事務」が19.4％となっている。

（１）都道府県、政令市、中核市について

◆「次年度の各事業内容についての情報交換」が67.6％、「補助金申請・交付等に係る事務」が66.2％

となっている。

19.4

3.3
23.0

25.4

1.4
1.4

14.9

8.3

1 1
5.8

18.0

10 7
30.6

0 5 10 15 20 25 30 35

補助金申請・交付等に係る事務

研修会の合同実施

県・国主催の研修会への両事業関係者の派遣
次年度の各事業内容についての情報交換

コーディネータの合同選任

地域人材の情報交換やコーディネーター等への紹介

両事業からの意見・要望等についての情報共有
不審者情報や地域イベント等の情報共有

成果物を連携して作成

その他
別個に事業実施しており連携せず

ひとつの部局で両事業を担当しているため連携不要

どちらかの事業しか実施していないので連携せず

(%)

全体(N=810)

66.2
42.6

67.6
38.2

7 4
8.8

14.7

14.7
8.8

0.0
0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

補助金申請・交付等に係る事務

研修会の合同実施

次年度の各事業内容についての情報交換

子ども教室、児童ｸﾗﾌﾞからの意見・要望等についての情報共有
不審者情報や地域イベント等の情報共有

成果物を連携して作成

（政令市・中核市）コーディネータの合同選任
（政令市・中核市）地域人材の情報交換やコーディネーター等への紹介

その他

別個に事業実施しており連携せず

ひとつの部局で両事業を担当しているため連携不要

どちらかの事業しか実施していないので連携せず
(%)

全体(N=68)
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２．教育委員会と福祉部局の連携上の問題点

（２）市町村（政令市、中核市も含む）について

◆「子ども教室と児童クラブの活動場所・内容の調整が困難であること」が46.3％、「担当課間の情報共有

や連携がうまく図れないこと」が30.0％、「事業に携わる行政職員の不足」が29.5％となっている。

（１）都道府県、政令市、中核市について

◆「両事業の国庫補助申請手続きの調整・連携が困難であること」が41.2％、担当課間の情報共
有や連携がうまく図れないこと」が38.2％、「子ども教室と児童クラブの活動場所・内容の調
整が困難（政令市・中核市の場合） 」が32.4％となっている。

29.5

30.0

14.8

46.3

15.7

7.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

事業に携わる行政職員の不足

担当課間の情報共有や連携がうまく図れない

県と市町村間の情報共有や連携がうまく図れない

子ども教室と児童ｸﾗﾌﾞの活動場所・内容の調整が困難

両事業の国庫補助申請の手続きの調整・連携が困難

その他

(%)

全体(N=810)

30.9

38.2

29.4

41.2

32.4

13.2

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

事業に携わる行政職員の不足

担当課間の情報共有や連携がうまく図れない

県と市町村間の情報共有や連携がうまく図れない

両事業の国庫補助申請の手続きの調整・連携が困難

（政令市・中核市）子ども教室と児童ｸﾗﾌﾞの活動場所・内容の調整が困難

その他

(%)

全体(N=68)
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３．同一場所で実施することのメリット、デメリット（市町村）

（２）デメリット

◆「子どもの人数が多くなるため集団活動がしにくくなったこと」が29.6％、「活動施設の負担が増加したこ

と」が22.5％、「子ども一人ひとりへの目配りができなくなったこと」が19.7％となっている。

（１）メリット

◆「異年齢・異学年交流など、より多くの子どもの中で交流させることができたこと」が74.6％、「子どもの
活動内容が多様化され充実が図られたこと」が69.0％、「指導体制（配置人数等）の充実が図られたこ
と」が４０．８％となっている。

25.4

36.6

69.0

74.6

7.0

40.8

28.2

5.6

4.2

5.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

コスト面の効率化

地域人材の効率的な活用

活動内容の多様化・充実
異年齢・異学年交流の充実

児童クラブの待機児童問題の解消

指導体制の充実

学校との意思疎通の向上
事務手続きの簡素化

保護者負担の軽減

その他 (%)

全体(N=71)

8 5
19.7

29.6
16.9

11 3

9 9
15.5

22.5
12 7
12 7

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

コスト面の負担の拡大
子ども一人ひとりへの目配りが不十分

集団活動が困難
子どもの活動範囲が制限

大人数での活動を望まない子が孤立

延長時間の廃止又は短縮
指導体制（配置人数等）が不十分

事務手続きが煩雑化
活動施設の負担が増加

従前のクラブのサービスへの要望大
その他

(%)

全体(N=71)
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４．同一場所で実施する際の問題点（市町村）

◆「子ども教室と児童クラブのそれぞれの指導者の役割分担が困難」が57.2％、「子ども教室のための余裕
教室の確保が困難」が54.8％、「コーディネーターや指導者等の人材の確保が困難」が50.2％、「両事業間
の活動内容・日時等の連絡・調整が困難」が50.0％となっている。

50.2

57.2

15.6

19.9

40.2

50.0

54.8

38.1

30.4

32.0

8.5

0 10 20 30 40 50 60 70

コーディネーター・指導者等の確保が困難

それぞれの指導者の役割分担が困難

独自に実施してきた全児童対象事業等との調整が困難

同一施設で行われている他事業との連携・調整が困難

参加人数の増加に伴う安全対策の確保が困難

事業の活動内容・日時等の連絡・調整が困難

子ども教室のための余裕教室の確保が困難

児童クラブ専用スペース等の保育環境の確保への要望

子ども教室との連携に児童ｸﾗﾌﾞ保護者等の理解困難

予算が不足している

その他

(%)

全体(N=810)
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５．連携して実施することのメリット、デメリット（市町村）

（２）デメリット
◆「安全性の確保が困難だったこと」が31.6％、「両事業の指導者間で役割分担等の調整が困難だったこ

と」が30.3％、「子ども一人ひとりへの目配りができなくなったこと」が22.6％となっている。

（１）メリット

◆「子どもの活動内容が多様化され充実が図られたこと」が80.0％、「異年齢・異学年交流などより多くの
子どもの中で交流させることができたこと」が69.0％、「子どもの活動場所が多様化され、学校諸施設
の活用が図られたこと」が41.3%となっている。

3.9

80.0

41.3

69.0

35.5

17.4

2.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

コスト面の効率化

活動内容の多様化・充実

活動場所の多様化による学校諸施設の活用促進

異年齢・異学年交流の充実

事業間での情報交換の活発化による活動内容の充実

事業間での情報交換の活発化による指導者の資質向上

その他

(%)

全体(N=155)

5.8

22.6

31.6

11.0

9.7

30.3

8.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

コスト面の負担の拡大

子ども一人ひとりへの目配りが不十分

安全性の確保が困難

大人数での活動を望まない子が孤立

連携実施による費用負担の調整が困難

指導者の役割分担等の調整が困難

その他

(%)

全体(N=155)
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６．同一学校区内で連携していない教室・クラブがある理由（市町村）

◆「活動場所が離れているから」が62.2％、「連携して実施する内容を行っていないから」が57.8％、「活動日
時が合わないから」が47.6％となっている。

62.2

57.8

47.6

10.7

12.4

15.1

26.7

21.3

26.7

15.6

0 10 20 30 40 50 60 70

活動場所が離れているから

連携して実施する内容を行ってないから

活動日時が合わないから

どちらかの事業の情報の不足しているから

担当部局の連携がうまくいっていないから

補助金が分かれており会計手続きが煩雑だから

指導者間の連携がないから

児童クラブの子どもをしっかり預かる必要があるから

連携する必要性を感じないから

その他

(%)

全体(N=225)



21

７．放課後子どもプランの推進に向けて今後必要なこと（都道府県、政令市、中核市）

○都道府県、政令市、中核市について

◆「予算の充実」が81.4％、「余裕教室等の実施場所の確保」が80.0％、「安全管理員等の新たな指導者
の養成・確保」が78.6％、「コーディネーターの新たな養成・確保、機能強化」が75.7％、「担当職員やコー
ディネーター、指導者等に対する研修の充実」が74.3％となっている。

42 9

71.4

57 1

75 7

78.6

70 0

74 3

68.6

62 9

34 3

71 4

55 7

38 6

37.1

52 9

52.9

47 1

27 1

70 0

81 4

80.0
7 1

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

市区町村における担当職員の配置

学校教育・社会教育・児童福祉の各担当課の連携強化

関係機関や各種子育て支援団体等との連携強化

コーディネーターの新たな養成・確保、機能強化

安全管理員等の新たな指導者の養成・確保

ボランティアの養成・確保

担当職員やｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、指導者等に対する研修の充実

活動を主体的に牽引する地域リーダーの育成

子ども教室・児童ｸﾗﾌﾞの連携に対する保護者の理解・協力

教育委員会と福祉部局との連携による広報体制の充実

地域における推進体制づくり

小中学校との連携強化

小中学校以外で実施している活動場所との連携強化

活動場所となるフィールドや施設の発掘

各地の取組事例の紹介やデータベース化

各地の取組における事件・事故事例の共有

定期的な子どものニーズ調査の実施

都道府県における推進体制の構築

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰや指導者、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの情報交換の場づくり

予算の充実

余裕教室等の実施場所の確保

その他

今後、プランに取り組む考えはない
(%)

全体(N=70)
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８．放課後子どもプランの推進に向けて今後必要なこと（市町村）

○市町村（政令市、中核市含む）について

◆「予算の充実」が74.9％、「安全管理員等の新たな指導者 の養成・確保」が73.8％、「各担当課の連携
強化」が73.6％、「余裕教室等の実施場所の確保」が69.8％、「コーディネーターの新たな養成・確保・機

能強化」が68.6%となっている。

55.7

73.6

53.7

68.6

73.8

67.7

53.7

53.0

50.8

26.0

57.7

62.6

28.2

33.2

24.2

29.2

34.7

27.4

39.2

74.9

69.8

6.5

4.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

市区町村における担当職員の配置

学校教育・社会教育・児童福祉の各担当課の連携強化

関係機関や各種子育て支援団体等との連携強化

コーディネーターの新たな養成・確保・機能強化

安全管理員等の新たな指導者の養成・確保
ボランティアの養成・確保

担当職員やｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、指導者等に対する研修の充実

活動を主体的に牽引する地域リーダーの育成

両事業の連携に対する保護者の理解・協力

教育委員会と福祉部局との連携による広報体制の充実

地域における推進体制づくり

小中学校との連携強化

小中学校以外で実施している活動場所との連携強化

活動場所となるフィールドや施設の発掘

各地の取組事例の紹介やデータベース化

各地の取組における事件・事故事例の共有

定期的な子どものニーズ調査の実施

都道府県における推進体制の構築

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰや指導者、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの情報交換の場づくり

予算の充実

余裕教室等の実施場所の確保

その他

今後、プランに取り組む考えはない
(%)

全体(N=1031)
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＜参考１＞放課後子ども教室の効果

参加したコーディネーターや指導者から高い評価

→事業に関わったコーディネーターや指導者の７割が、地域の子どもに対する意識・関心が高まったとしている。
また、参加したことにより子どもの居場所づくりに対して関心が高まったとしている。

42％

33％

4％
9％

13％

コーディネーター

37％

35％

9％
2％

17％

指導者等

地域の子どもに対する意識・関心が高まった 地域の子どもに対する意識・関心が高まった

とても変わった
少しは変わった
あまり変わらない
全く変わらない
無回答

31％

38％

12％

2％

18％

指導者等

子どもの居場所作りに関する各地の取組につい
て関心が高まった

43％

38％

3％ 8％
9％

コーディネーター

子どもの居場所作りに関する各地の取組につい
て関心が高まった
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＜参考２＞放課後子ども教室の効果

子ども・保護者それぞれが評価

45％

30％

19％
7％

教室に参加している子ども

異学年の友だちと遊ぶ機会が増えた

48％

34％

12％
7％

教室に参加している子ども

学校に行くのが楽しくなった

47％

32％

13％
7％

教室に参加している子ども

地域の大人の人との交流が深まった

12％

31％

6％ 7％

43％

教室に参加している子どもの保護者

子どもの居場所づくりに関する各地の取組に
ついて関心が高まった

とても変わった
少しは変わった
あまり変わらない
全く変わらない
無回答

→放課後子ども教室に参加した子どもの半数は、学校を核とした放課後子ども教室への参加を通じて学校に行くのが楽しくなったとしている。
保護者からも同様の変化が見出されており、学校が子どもの居場所としての機能・役割を強める上でプランの実施が有効であったといえる。

23％

30％

3％
11％

33％

教室に参加している子どもの保護者

学校に行くのを楽しみにするようになった

そう 思う

どちらとも言えない

そう 思わない
無回答


